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研究成果の概要（和文）：従来の過疎研究に関する先行研究は、人口減少を所与のものとしている。しかし、人
口減少の要因としての政策が、従来住民として持っている「住み続ける権利」を侵害してきたのであって、同権
利を回復することは公的責任であるとし、それらを実現する政策と実践の必要性を地域福祉研究の視点から整理
した。
また、コミュニティワークの機能の一つである資源開発に着目し、社会福祉における社会資源の捉え方と過疎地
域再生を目指すうえでの資源の捉え方の違いに触れ、持続可能な資源開発の視点についての検討を行った。
今後は、過疎地域における社会福祉法人の事例研究の成果を分析、検討し、まとめて発表することが当面の課題
である。

研究成果の概要（英文）：Conventional studies in the field of depopulation research have assumed the 
goal of population decline as a given. Policies that are factors in population decreases have, 
however, infringed upon traditional residents’ “rights to continue living in their homes,” and 
restoring that right is a public responsibility. This paper summarizes necessity of policies and 
practices to realize them from the perspective of community development study.
This paper also focuses on resource development, which is an important function of community work, 
and addresses differences in how social resources within the context of social welfare are 
understood, particularly from the perspective of disadvantaged regions regeneration; and finally, 
these issues are considered from a sustainable resource development perspective.
Future studies could include analysis of case study results from social welfare corporations in 
disadvantaged regions, along with presentation of the findings of such analysis.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

研究代表者は、グローバリゼーションと

新自由主義のあおりをうけて労働市場から

排除されがちな人たちが増加する中、働く

場がないと言われてきた過疎地域において、

社会的企業の三極（市場交換、再分配、互

酬）モデルによる資源の混合を図ることで、

都市部よりもやりがいや誇りのある仕事づ

くりを実現することが可能であることを一

定、明らかにした。そして、その成果を普

遍化していくために類似事例の調査・分析

と、方法論としての提示を課題とした（橋

川健祐（2015）「過疎地域の再生を実現す

るための要因に関する研究〜労働統合型社

会的企業による実践事例を通して〜」（日

本福祉大学大学院社会福祉学研究科 2014

年度修士論文））。 

 過疎地域においては、介護や医療、交通

の問題等、生活を脅かす問題が表出してい

る。過疎は、そもそも人口流出が原因とさ

れているが、その人口流出の原因は、産業

基盤の崩壊により過疎地域における雇用・

就労の場が減少していることがある。その

ことから、過疎地域の再生には、雇用・就

労の場づくりが必要である。また、人口流

出の裏には都市へ出ていったとしても仕事

がない人たちは地域に取り残されざるを得

ないという点に着目をして、そういった人

たちを担い手とした実践の枠組みが必要で

あると考える。 

 検討する方法論は、コミュニティワーク

とした。コミュニティワークに焦点化した

理由は、「過疎」という課題の特質上、そ

の実践が個人の生活課題はもちろんのこと、

メゾレベル、マクロレベルのニーズ把握と

課題の解決を視野に入れつつ、論者により

異なるものの福祉課題のみをその対象とし

ない点に着目したからである。 

 しかし、牧里は「コミュニティワークは、

地域福祉を実現するひとつの主要な方法論

といえるが、その対象となる地域社会、つ

まりコミュニティの変質におおきく左右さ

れる」とし、「地域社会が市場化する、つ

まり共同体機能が低下するとともに地域の

無縁社会化が発生する。このような近隣 

関係が壊れていくなかで伝統的なコミュニ

ティワークの効用が見えなくなってきてい

る」と述べており（牧里毎治（2014）「コ

ミュニティワーク研究の展望」ソーシャル

ワーク研究、Vol.40、1、p9-14）、現代の

地域社会の実情にあわせた方法論としての

見直しと検討が必要であると考える（橋川

健祐（2015）「過疎地域の再生に向けた方

法論としてのコミュニティワークの検討」

日本地域福祉学会第 29回宮城大会自由研

究発表）。 

 そこで、社会的企業論における経済的側

面、また持続可能な事業を行うために必要

な三極モデル（米澤旦（2011）労働統合型

社会的企業の可能性―障害者就労における

社会的包摂へのアプローチ，ミネルヴァ書

房）を切り口に、野口が整理したコミュニ

ティワークモデルを基にしながら、過疎地

域再生のためのコミュニティワークモデル

の試論を発展的かつ批判的に検討した（図

表１）。 

 
図表１ 過疎地域再生のコミュニティワークモデル（試論） 



２．研究の目的 

本研究の目的は、人口流出が後を絶たず

社会資源が乏しい過疎地域が、いかにして

関係機関が連携と協働により働く場として

の労働統合型社会的企業を創出し包摂型の

福祉社会の実現を図るかを明らかにするこ

とである。 

 とりわけ、近年存在意義が問われる社会

福祉法人による実践に着目し、労働統合型

社会的企業を組織化、創出する過程とその

運営を持続可能なものとしていくプロセス

が、過疎地域の再生を目指すまちづくり実

践と就労困難と言われる人たちの市場、地

域社会への統合を目指す地域福祉実践とを

架橋する主体となりうることを事例を通し

て明らかにし、その方法論として社会福祉

のメゾ、マクロ実践領域の方法論であるコ

ミュニティワーク論を再考することをねら

いとする。 

本研究では、新自由主義の弊害として仕

事にあぶれる就労困難層および都市化の裏

側で衰退してきた過疎地域の問題解決を図

るための手法として欧米を中心に世界的に

注目されている労働統合型社会的企業論を

主題に取り上げる。さらに、その組織化の

プロセスと持続可能な経営の仕組みに着目

した実践事例研究を基に、過疎地域の再生

を可能にするための方法論として地域福祉

実践の視点からコミュニティワーク論に焦

点をあて、現代の地域社会の現状に応じた

見直しと検討を図る。 

 本研究で明らかにしたいことは、社会資

源が乏しい過疎地域において、いかにして

関係機関が連携と協働により働く場を創出

し、持続可能な包摂型福祉社会の実現を図

るかということである。本研究における仮

説は、労働統合型社会的企業が、まちづく

り実践と地域福祉実践とを架橋する主体と

なるのではないかということである。その

組織化の方法論として図表１で示した「過

疎地域再生のコミュニティワークモデル」

を事例研究の枠組みとして実証しようとす

るのが本研究の研究課題である。 

 
３．研究の方法 

本研究は、理論研究と事例研究によって行

う。理論研究においては、コミュニティワ

ーク論と労働統合型社会的企業論とを軸に、

市場への統合を第一目的とする労働統合型

社会的企業の経済的な側面に着目をし、そ

の観点からコミュニティワーク論の検討を

行う。 

 事例研究は、過疎化が進む地域において、

地元の資源を活用して就労困難層、とりわ

け障害者の雇用の創出とまちづくりの双方

を方針に掲げ実践に取り組む社会福祉法人

をフィールドに、参与観察とインタビュー

調査により行う。事例研究にあたっては、

労働統合型社会的企業の三極モデルによる

資源の混合状況の分析に加えて、理論研究

をもとに過疎地域再生のコミュニティワー

クモデルの分析枠組みを検討し、調査・分

析を行う。 

 
４．研究成果 

まず、理論研究においては、そもそもな

ぜ本研究において「再生」という言葉を用

いるのか、また地域福祉研究における過疎

地域再生研究の課題と今後の地域福祉研究

の課題を「過疎地域再生をめざす地域福祉

研究の課題と展望について－「住み続ける

権利」の視点から考える－」（査読有・掲

載済み）と題して論文をまとめた。従来の

過疎研究に関する先行研究では、人口減少

を所与のものとしているが、人口減少の要

因としての政策が従来住民として持ってい

る「住み続ける権利」を侵害してきたので

あって、同権利を回復することは公的責任

であるとし、それらを実現する政策と実践

が必要であるとした。 



また、過疎を主題とはしていないが、先

の論文と関連し、「住み続ける権利」を保

障する制度・政策論として、「地域福祉を

推進するガバメントの今日的課題 : 供給

の体系化における課題の検討から考える」

と題した論文を共著によりまとめた（査読

無・掲載済み）。地域福祉研究においても

ローカルガバナンス論が言われる中で、ガ

バナンスを進めるうえではガバメントが機

能する必要があり、福祉の供給の体系化を

図るとともに、社会福祉の価値に基づく権

利を保障するべきであるとした。 

 また、コミュニティワークの機能の一つ

である「資源開発」に関して、牧里毎治の

研究を中心とした先行研究を踏まえ、社会

福祉における社会資源の捉え方と過疎地域

再生を目指すうえでの資源の捉え方の違い

に触れ、持続可能な資源開発の視点につい

ての検討を行い、その成果を「過疎地域再

生と地域福祉―資源開発に焦点を当てて

―」と題し、論考を著書にまとめた。 

 就労継続支援Ａ型事業所を日本における

労働統合型社会的企業の一形態として措定

し、同事業所が地域社会と関わりを持とう

とする行為をコミュニティワーク実践の一

部として位置付け、それらがＡ型事業所の

経営的側面にどのように影響をするのかと

いうことの検討を通して、社会福祉の視点

を統合したＡ型事業所の実践・活動の指標

を再構成することを試みるため、質問紙調

査結果の分析を行った。その結果、コミュ

ニティワーク実践が直接的には組織マネジ

メントや利用者の変化にもたらす影響はあ

まり見られなかったものの、地域社会の変

化を通して間接的に影響をもたらしている

ことを明らかにした。これらの成果を通し

て、これまで社会的企業研究では相反する

と言われてきた社会的目的と経済的目的の

両方を達成することが、コミュニティワー

ク実践を媒介として可能になるのではない

かという示唆を得た。同成果は、日本地域

福祉学会第 30回記念大会自由研究発表に

て報告を行った。 

事例研究については、社会福祉法人 Aに

おけるフィールドワークを継続し実施した。

また行政へのヒアリングを実施した。社会

福祉法人 Bについては、数ある法人事業所

の中でも 、過疎地域指定を受けている C町

にある D 事業所への再度の訪問調査並びに

行政へのヒアリングを実施した。今後は、

これら事例研究の成果を論文としてまとめ

発表することが当面の課題である。 
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